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2001年9月11日の米同時多発テロ後、米国政府はアフガニスタンへの攻撃を開始し、その後米
軍を駐留し続けていましたが、今年5月1日から駐留米軍が撤収を開始すると、反政府武装勢
力・タリバン1が各地で勢力を拡大、8月16日タリバンは首都カブールの大統領府を掌握、政権
奪還を宣言したと報道されています2。

現状を受け、日本で難民支援を行う私たちのもとには、日本国内外のアフガニスタン人からの
相談が相次いでいます。日本で難民申請中の方からの今後に対する不安、大学を卒業しても帰
国できないと訴える留学生、アフガニスタンにいる家族を救う方法を模索している日本に暮ら
すアフガニスタンの方、アフガニスタンにいる方々からも、どうにかして助けてほしい、日本
を含む他国に避難させてほしい等の相談が寄せられています。
日本に庇護を求めたアフガニスタン出身の難民は、難民認定や人道配慮により在留資格を得て
いる方々がいる一方、在留資格が無い状態で難民申請の結果を待っている方々がいることも確
認しています。

アフガニスタンの情勢に対し、15日には、日本を含む70ヶ国以上が共同声明を発表し、「アフ
ガニスタンの人々は、尊厳を持って安全に安心して暮らす権利がある。われわれ国際社会はア
フガニスタンの人々を支援する用意があります」と表明しています3。また、13日にはいち早く
カナダ政府が、2万人のアフガニスタン人を難民として受け入れることを発表しました4。

これまでもタリバンに敵対していると見なされる者に対し、公開処刑、身体切除などの残忍な
人権侵害が横行してきました。特に女性に対しては、強制結婚から逃れようとした10代の女性

1 1990年代より、駐留外国軍の撤退及びアフガニスタン政府の打倒を当面の目標とし、その後、「アフガニス
タン・イスラム首長国」による政府を樹立し、シャリーアに基づく統治体制の確立を目指している。
2 ロイター「タリバン「戦争終結」宣言、アフガン大統領出国 欧米は退避加速」（2021年8月16日） 
https://jp.reuters.com/article/afghanistan-conflict-idJPKBN2FH0AT
3 米国国務省 “Joint Statement on Afghanistan”（2021年8月15日）https://www.state.gov/joint-stateme 
nt-on-afghanistan/；ロイター「アフガン混乱で60カ国以上が共同声明、退避希望者の出国求める」（2021年
8月16日）https://jp.reuters.com/article/afghanistan-conflict-international-idJPL4N2PN0UI
4
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市民権省 “Canada expands resettlem
 

ent program to bring more Afghans to safety”（2021年8月13日）https://www.canada.ca/en/immigra 
tion-refugees-citizenship/news/2021/08/canada-expands-resettlement-program-to-bring-more-afgh 
ans-to-safety.html；朝日新聞「カナダ、アフガンの2万人受け入れ 女性指導者など対象」（2021年8月14
日）https://www.asahi.com/articles/ASP8G5H80P8GUHBI007.html

https://www.state.gov/joint-statement-on-afghanistan/
https://www.canada.ca/en/immigration-refugees-citizenship/news/2021/08/canada-expands-resettlement-program-to-bring-more-afghans-to-safety.html


がタリバンによって石打ち刑で殺害されるなどが報告されています5。タリバンによる深刻な人
権侵害のリスクや現下のアフガニスタンの状況を鑑み、日本政府に対し以下を強く求めます。

1. アフガニスタン出身の難民申請者について、迅速に難民認定を中心とした庇護を与え、
在留資格を付与すること。

2. 難民申請中か否かに関わらず、帰国できないことを表明しているアフガニスタン出身者
に対し、迅速かつ広範に安定した在留資格を付与すること。

3. アフガニスタン国内または周辺国から、日本への出国・庇護を希望する者（日本在留の
難民や難民申請者等の家族を含む。）に対して、渡航証明書や査証の発給を迅速かつ柔
軟に行い、その避難を実効的に支援すること。

4. 20年前の米同時多発テロ後、日本で難民申請中だったアフガニスタン人が一斉収容され
るという事件が起きたが6、このようなことを決して繰り返さないこと。

現在、深刻な人権侵害が起こっているのはアフガニスタンや、今年2月に軍事クーデターが起き
たミャンマー、2011年に内戦が始まったシリアだけでなく、他の国や地域からも、日本に難民
として逃れてきた方々がいます。アフガニスタンの方々に限らず、これらの方々にも迅速かつ
広範に、同様の保護を与えることを強く求めます。

以上
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5 ジェトロ・アジア経済研究所／登利谷正人「ターリバーンとISの攻勢拡大により治安が急速に悪化：2015年
のアフガニスタン」『アジア動向年報2016年版』（2016年）
6 難民支援協会「9.11 同時多発テロ後、突然収容された難民申請者たち。あれから難民の収容は変わった
か？ 」https://www.refugee.or.jp/20th/1-detention.shtml




